
第4章 食品機動監視班(食 品指導センター)に よる監視事業

8容 器 ・包装からベ ビー フー ド等への内分泌かく乱化学物質移行実態調査

(1)調 査 目的

ビスフェノールA及 びノニル フェノールは内分泌か

く乱作用の疑われ る化学物質の中でもその動物への影

響が比較的濃厚に疑われている物質である。

ビスフェノールAは エポキシ樹脂やポ リカーボネー

ト樹脂の原材料の一つである。また、ノニルフェノー

ルはスチ レン樹脂やポリ塩化ビニル樹脂の製造中に添

加される酸化防止剤 トリス(ノ ニルフェニル)フ ォス

ファイ トの分解生成物である。 これ らの樹脂が食品用

容器包装の素材や コーティング材、接着剤 として使用

されると内容食品中に移行することがあるため、健康

影響が懸念される。

内分泌かく乱物質は発達中の未熟な脳 と神経系に対

する作用が最も危惧 され ることから、ベ ビーフー ド及

び乳幼児の嗜好性が高い菓子等の加工食品を対象とし

てビスフェノールA、 及びノニルフェノール汚染実態

調査を行った。

(2)調 査方法

ア 調査期間及び調査対象

(ア)ベ ビーフー ド

平成15年7月 に都内の薬局3店 舗で販売されてい

た30品 目についてビスフェノールA及 びノニルフェ

ノールを検査 した。

14年 度に実施 したビスフェノールAに 関する調査

では検出検体の容器、内容物、製造者などに特定の

傾向が認められなかったことから、30品 目中27品

目については未検査の品 目を無作為に抽出し検査に

供した。

また、14年 度に ビスフェノールAを 検出した4製

造者の5品 目のうち、1品 目については ビスフェノ

ールAが 容器・包装に由来することが明 らかになり
、

製造者が容器包装の転換等の対策を講 じ、その後、

ビスフェノールAが 不検出となったが、製造者が対

策を講 じた後の検査が未実施である製品や、ビスフ

ェノールAの 混入原因が明確になっていない製品も

あった。そこで、ビスフェノールA検 出履歴のある

製品の うち、調査時点で入手可能な3品 目について

過去 の検査 に供 した もの とは別 ロ ッ トの製品 を入手

し、調査 した。

(イ)菓 子等の加 工食品

平成15年7月 、8月 に都 内のスーパー等 大規模小

売店10店 舗 で販売 され ていた菓子、デザー ト、乳製

品の容器 ・包装30品 目を検査 した。これま での調査

にお いてポ リスチ レン製 品の材質試験にお けるノニ

ル フェ ノール検出率 ・検 出値が高い ことか ら、今回

の調査 ではポ リスチ レン製 容器 ・包装を選択 して検

査に供 した。 そのた め、容器材 質がポ リスチ レンで

あ る旨の表示がある9品 目の ほか、材質種別 表示は

無いが外観 がポ リスチ レンに近い40品 目にあって

は材 質鑑 別試験でポ リスチ レン製 品であるこ とを確

認 した21品 目を調査 した。

容器 ・包装 中の ノニル フェノールの材 質試 験 を行

い、 ノニル フェノールが検 出 された ものについて食

品擬似溶 媒に よる溶出試験 を行 った。

溶 出試 験で ノニル フェ ノール が溶 出 した検体 につ

いては、 さらに内容食 品中の ノニル フェ ノール を検

査 した。

イ 検査方法

(ア)食 品中の ビスフェノールA

図1に 示 した宮川 ら1)の 方法に準 じて測定 し、

定 量はガス クロマ トグラフ質量分析計(GC/MS)

に よ り行 なった。(定 量限界1.0ng/g)

(イ)食 品 中の ノニル フェノール

図2に 示 した方法に準 じて測定 し、定量はガス ク

ロマ トグラフ質量分析計(GC/MS)に よ り行 な

った。(定 量限界1.0ng/g)
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図1食 品中のビスフェノールA試 験法

図2食 品中のノニルフェノール試験法

(ウ)容 器 ・包装 中の ノニル フェ ノール

a材 質試験

図2に 示す手順に従 って得 られた試験溶 液 につ

いてGC-MS定 量 を行 った。

b溶 出試験

材質 中に ノニル フェノール含 有 が確認 され た試

料につい て、図3に 示す とお り、食品疑似溶媒 を満

た して溶 出 し試験溶液 とした。電気化学検出器 付 き

液体 クロマ トグラフィ-に よ り定量 を行 い、検出 し

た ものについてGC-MSに よ り確認 した。

図3容 器・包装中のノニルフェノール試験法(材 質試験)

図4容 器・包装中のノニルフェノール(溶 出試験)

(3)調 査 結果

ア ベ ビー フー ド中の ビスフェ ノールA

表1に 示す よ うに今年度 初めて検 査 した27品 目に

つ いて はいずれ もビスフ ェノールAを 検 出 しなか っ

た。

14年 度に ビスフェノールAを 検出 した こ との ある

3品 目中1品 目(豆 腐ハ ンバー グ)か ら1.2ng/gの ビ

ス フェ ノールAを 検出 した。 この製品か らは14年7

月 には1.7ng/g検 出 が認 め られた が、14年12月 に再

度検査 した ところ不検 出であった。

そ こで製造者を調査 した ところ、同製造者 は全原材

料 につ いて のビス フェノールAの 検査 を社 内で行い 、
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トマ ト水煮缶詰に由来す るものであることが判明 し

たことから、原料を缶詰からアセプティックパックに

転換 したとのことであった。当センターが実施 した3

度の検査で検出値がばらついた理由について、製造者

側はレ トル トパウチに肉詰めする際に、ダイス状の ト

マ トの充填量が不均一なことによるもの と推定して

いる。製造者がこうした対策を講じたのは15年9月

からであ り、15年7月 に当センターが入手した試料

は15年2月 に製造された製品であるため、 トマ ト缶

詰に由来するビスフェノールAが 検出された。

また、14年7月 に検出が確認された清涼飲料水に

ついては、営業者が原因 となったポ リ塩化 ビニル製パ

ッキンを他の材質のものに転換 したことから、14年

12月 同様に今回も検出されていない。

さらに、14年7月 に検出が確認された豆腐 とひき

肉のあんかけについては、14年10月 に製造工程で使

用 されていた塩化ビニル配管をビスフェノールAプ

リーのものに交換してお り、今回の検査で製品から検

出 しなくな った ことが確認 され た。

イ ベ ビー フー ド中の ノニルフ ェノール

表1に 示す ように、ビスフェノールAを 検査す るた

めに入手 したベ ビーフー ド30品 目について ノニル フ

ェ ノールの検 査 も実施 した がすべ て不検出であ った。

ウ 菓子等の加 工食品 中の ノニル フェノール

表2に 示す よ うに、容器 ・包装 についての材 質試 験

では30検 体 中7検 体 よ りノニル フェノールが0.6～

940μg/g検 出 された。

食品擬似溶媒に よる溶出試験 では、油性食 品を想 定

したn-ヘ プタンに4検 体 よ り7.6～2800ng/cm2、 酒

精飲料 を想定 した20%エ タ ノール に1検 体12ng/cm2

が検 出された。

容器 か らn-ヘ プ タンへ の溶 出が認 め られ た4品 目

につ いて食品へ の移 行実態 を調査 す るた め食 品中の

ノニルフ ェノール を検査 した ところ、接触面が疎な焼

菓子や 油脂 を含 まない氷菓 では食 品への移行は認 め

られなかったが、5%の 脂肪分 を含 む ラク トアイ スで

は140ng/g検 出 され た。

表1ベ ビー フー ド中 の ビス フ ェ ノー ルA(BPA)と ノ ニル フ ェ ノー ル(NP)の 検 査 結 果(平 成14年7月 ～16年3月)

※1:単 位ng/g、 ※2:単 位 μg/g、 ※31検 出限界(1ng/8)未 満 、※4: プロピレン樹脂(内 側) 、※5:検 出限界(1μg/g) 未満、※6: ポ リ塩化 ビニル(パ ッキン)
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(4)考 察

ア ベ ビー フー ド中のビスフ ェノールA

今 年度初 めて検査 した27品 目についてはいずれ も

ビスフェ ノールAを 検出 しなか った。現在、ベ ビーフ

ー ドを取 り扱 う営業者団体では、ビス フェ ノールAや

ノニル フ ェノール な どの内分泌 か く乱 化学 物質 に対

す る自主規制 を行 ってお り、今 回の結果は この ことを

反映 しているもの と思われ る。

14年 度 にビスフェノールAを 検 出 した ことのあ る3

品 目について も調査 したが 、現在 は製造者 によ り原材

料 、工程 で使用 され る機器類 の ビスフェノールA混 入

防止対 策が効果 を挙 げて い る ことを裏付 ける もの で

あ った。

イ ベ ビー フー ド中のノニル フェノール

今回の検体 を含 めて、市販のベ ビー フー ドには、ノ

ニル フ ェ ノール の生成原 因 とな る添加 剤 を含有す る

ポ リスチ レン製容器が使用 され ない ことに加 え、(1)

で 述 べ た よ うに営業者団体 の 自主規制に よる もの と

思 われ る。

表2菓 子等の加工食品容器材質中のノニルフェノール検査結果

※:検 出限 界(0.2μ/g)未 満

ウ 菓子等 の加工食品 中の ノニル フェノール

材質試験 でノニル フェノールが検 出 され た7検 体 中

3検 体 は少量 のブタジエ ンが含まれ る耐衝撃性 ポ リス

チ レン製品であ り、そ のすべてか らノニル フェノール

の溶出が認め られた。これ は耐衝撃性 ポ リスチ レンが

膨潤 しやすいため、溶媒 が材質 中に十分溶媒 が滲 み込

むた め と考 えられ る。

特 に、ラク トアイスの耐衝撃性 ポ リスチ レン容器 か

らの溶 出は顕著 であ り、食 品への移 行が認 められた。

プ ラスチ ック製品 中の ノニル フェ ノー ルは酸化 防止

剤 トリス(ノ ニルフ ェニル)フ ォス ファイ トや トリス

(ミ ックス ド、モ ノ及び ジノニル フェニル)フ ォスフ

ァイ ト、界面活性剤 ノニル フェノールエ トキシ レー ト

へ等 の添加剤 が分解 して生成す る2)と 考え られ てお

り、この容器 に これ らの添加剤 のいずれ かが使用 され

てい るものと思われ る。

なお 、この ラク トアイスの製造者 に対 し、今回の調

査結果 を情報提供 した ところ、容器 素材 の変更な どの

対策 を講 じる との ことである。

文献

1)宮 川 弘之,井 部明広 他:東 京衛研年報,52,66-72,2001

2)河 村 洋 子 他:食 衛誌,41,212-217,2000

表3菓 子等の加工食品容器のノニルフェノール溶出試験結果と食品中のノニルフェノール検査結果

※1:検 出 限 界(5ng/ml(試 験 溶 液))、 ※2:ブ タ ジ エ ン を 含 む 耐衝 撃 性 ポ リス チ レン
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7ア レルギー物質の非意図的混入調査及び適正化調査

(1)調 査 目的

平成13年3月 食品衛生法の省令改正によ り、アレル

ギーの発症数が多く重篤度が高い小麦、そば、卵、乳

及び落花生の5品 目を特定原材料 として、これを含む

食品には表示が義務づけられた。

さらに、平成14年11月 厚労省より 「ア レルギー物

質を含む食品の検査法」が通知された。ここで示され

た検査法は、擬似反応、反応阻害の存在や、また、陰

性 とされる10ppm未 満であっても患者が発症する可能

性があることなどか ら、最終判定は判断樹に従い、製

造記録の確認による監視が必要とされている。

しか し、アレルギー物質の検査については、これま

で行政検査がほとんど実施されてお らず、十分な表示

指導がなされていなかった。そのため、平成15年 に入

り営業者の自主検査によ りアレルギー物質の表示欠落

事例が多発 し、製品の自主回収が相次ぎ報道 される結

果となった。

そこで、アレルギー物質を含む食品の適正化表示に

向け、そば ・卵について検査を実施 し、併せて厚労省

通知に基づく製造所の調査を行い、今後、判断樹によ

る監視を実施 していく上での具体的な問題点を検討 し

た。

(2)調 査期間

平成15年8月 から平成16年2月 まで

(3)調 査方法

ア 製品の検査

(ア)検 体の収集方法

判断樹による調査可能な都内のめん類製造業3

施設、食肉製品製造業2施 設、魚肉ねり製品製造業

1施 設の計6施 設において、計30検 体を買い上げ

た。

(イ)検 査品目 ・検査項目等

めん類(う どん、中華めん):15検 体

ア レルギー物質(そ ば)

食肉製品、魚肉ね り製品:15検 体

ア レルギー物質(卵)

(ウ)検 査機関

東京都健康安全研究センター

卵:本 所 中毒化学研究室

そば:多 摩支所 食品化学研究室

イ 検査結果に基づく調査

検体を収集 した6施 設を対象に、検査結果に基づき

通知で示 された図1の 判断樹に従い、製造所における

製造記録等の調査及び製造現場の実地調査を行 った。

図1判 断樹
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表1配 合表 ・原料規格書 調査結果

注 ○:完 備 、 ×:不 備 、△:一 部 不 備

(4)調 査結果

ア 検査結果(表2)

表2の とお り、特定原材料の表示のあるものは全て

陽性、また、表示のないもの及び注意喚起表示のある

ものは、全て陰性であり、製品の表示事項と検査結果

が一致 した。

イ 製造記録の調査(表1)

製品の検査を実施 した製造施設に立入 り、判断樹に

従って製造記録の確認をした。この中で多くの製造所

に共通 して存在 し、調査を進める上で重要となった、

原料配合表及び原料規格書について調査 した結果は

以下の とお りであった。

(ア)原 料配合表について

配合表はほとんどの施設で作成 され、保管されて

いた。しか し、その内容は、すべの原材料がその中

に記載 されるかを確認するには十分でないもの も

あった。

例えば、配合量のみが記載 され配合比がなかった

り、成分の合計が100%に ならないもの、また、企

業秘密 として内容の一部が消されていたため、記録

としての確認が出来ない場合があった。さらに、委

託を受けて製造 している製品は、契約により依頼主

の了解が得られない と配合内容を公開できない と

い うケースもあった。

F社 製造のウィンナー ソーセージにあっては、配

合表に記載された成分としてではなく、欄外に一括

してア レルギー物質を含む旨の記載があった。そこ

で、聴き取 りをした ところ、配合表には記載のない、

卵たんぱくを含むボンレスハムの整形時の端肉を

加えて製造 していることが判明した。また、C社 は

配合表は存在 していると答えたが、仕様変更作業中

のため保管状況を確認することができなかった。

(イ)原 料規格書について

配合表と同様、特定原材料の有無を確認するには

十分な内容でないものが 目立った。

A・C社 は、他社からの製造委託品については、

原料規格書はあるが、自社には保管 されてお らず、

委託元で保管していた。また、F社 では原料の一部
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に規格書がなかった。一方、B社 は、書類は完備 さ

れているが、品目が多く記録の整理が不十分なため、

要求 した書類が一部確認できなかった。なお、野菜

や肉等の生鮮品を原料 として使用 している製造所

にあってはその規格書がなかった。

規格書にア レルギー物質含有の有無の記載がな

いものもあった。また、規格書のア レルギー物質の

有無の記載がある場合でも 「含んでいない」「なし」

「空欄」等表記方法が統一されていなかった。さら

に、一部は配合比が100%で ないものや、その他の

食品素材、その他天然物と記載された ものがあり、

存在する成分の全ては確認できなかった。

ウ 製造現場の実地調査

検査をした6社 全工場内で、原料倉庫、計量室、製

造ラインのいずれかで特定原材料を含む製品 と含ま

ない製品の製造に共用部分があった。ただし、D社 の

魚肉練 り製品1品 目にあっては専用の製造室で製造

されてコンタミネーシ ョンの可能性はないと推察さ

れた。

一方、各工場では、程度の差はあるが、洗浄、清掃、

計量室の区画、専用器具の使用、アレルギー物質を含

まない製品を先に製造する等、何らかのコンタミネー

ション防止策が図られていた。また、A社 のめん製造

所では、同一の工場で製造 しているのにも関わらず、

他社からの委託製造品には委託元の要望により注意

喚起表示があるが、自社製品には表示をしていなかっ

た。

A・C社 では、通常そば以外のめん類 を製造 して

いるラインで、年に数 日(年 末)の み、そばを製造す

る場合でも、通年注意喚起表示をしていた。

エ 判断樹調査の結果判定(表2)

通知 どおりに判断樹に基づき調査を進めた結果、す

べて 「適」 と判定され、措置不要となった。

調査では、判断樹の枝で(1)の「表示があり、検査結

果が陽性、製造記録に記載があり」及び(9)の 「表示な

し、検査結果が陰性、製造記録に記載なし」に限られ

る結果 となった。「製造記録の記載なし」には、「記録

自体が存在 しない」「内容が不十分で確認できない」

「記録はあるが調査時に現場で確認できない」の3

つのケースも含まれていた。

判断樹では、記録がなかった り、記録があっても記

載内容が不明確である場合には 「記載なし」と同様に

扱 うとされているため、表示がなく検査結果が陰性の

場合、多くが(9)と判定される。

コンタミネーションの有無について、今回は、同

一工場で特定原材料の取扱いがあれば可能性 ありと

した。ただし、注意喚起表示のないD社 のNo.5の 製

品にあっては、同一工場内で取扱いはあるが、防止策

を図っていたため可能性な しとした。

なお、全製品の製造記録の中には、通知で示 され

た 「偽陽性又は偽陰性を示す食品リス ト」に該当する

原材料の記載はなかった。

(5)考 察

今回の調査では、製造記録が整備 されてお り、記録

の記載内容からアレルギー物質の有無をはっきりと

確認できたのは、D社 の5品 目及びE・F社 のうち表

示のある5品 目のみであった。

残 りの20品 目にあっては、記録の記載内容からア

レルギー物質の含有の有無を確実に把握することが

できなかった。製造記録にアレルギー物資の有無が明

確に記載されていないと、判断樹に基づく調査を正確

に進めることが困難である。

たとえば、検査結果に基づき判断樹により調査をし

た結果、表示がなく検査結果が陰性であるものは、す

べて判断樹の枝(9)に導かれた。しかし、記録の記載が

確認できれば本来(7)又は(8)と判定されるべきものが、

すべて不明ということで(9)と判定されることになる。

今回は比較的規模の大きな施設を対象に調査 した

が、記録の整備が十分でない中小規模の施設ではさら

にこの傾向が顕著になると推察される。

判断樹に基づく調査を進める上で、アレルギー物質

の有無が確認できる製造記録を整備するためには、以

下の事項が必要と考える。

(1)作 成した記録にはその内容を裏付ける根拠書類

を添付 させる。

(2)記 録がなかった り記載内容が不明確である場合

であっても不明とせず、出来る限り記録を収集

し事実を確認する。

(3)製 造記録によって的確にその内容が判断できる
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ように、必要な記載内容の基準づくりを進める。

(4)製 品別に必要な記録書類が出せるよう整備する

よう指導する。

(5)上 記内容について、営業者に講習会等を通 じ事

前教育を実施する。

(6)ま とめ

ア レルギー表示の内容を適切に検証するためには、

患者の発症を誘発 しないとされる数ppm以 下の特定

原材料を確実に検出できる検査技術の開発が急がれ

る。

また、一方で判断樹に基づく調査を実効あるものと

するためには、製造記録の整備ついての営業者指導が

欠かせない。今回の調査では、製造所において保管 さ

れている製造記録は記載内容が十分でないものが多

かった。製造者による記録の整備を一層進めることが

必須である。

コンタミネーションについては安易な警告表示が

なされる傾向があり、製造者にコンタミネーションを

可能な限 り防止するよう指導するとともに、行政 とし

て表示 をする場合のガイ ドライ ンを示す ことも検討

してい くことが必要であると考える。今後は、今回実

施 しなかった、乳、小麦、落花生についての判断樹調

査に加え、卵、そばの市販流通品の検査を実施する予

定である。この結果を集約 し、センターや保健所が実

施するアレルギー物質の表示監視に役立つ資料 を提

示 していきたい。

表2検 査結果及び製造記録調査結果 検査結果 陽性:10μg/g以上検出

※不明→無:記 録内容が不明のため記載無しと判定したもの
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10食 品中の内分泌か く乱化学物質に関する調査

(1)は じめに

近年、有害化学物質の影響が疑われる野生生物の生

殖異常現象が報告され、低濃度での化学物質の生体影

響について調査研究が盛んになっている。これらの物

質がヒ トの体内に取 り込まれる経路として食品を介 し

た経 口摂取が考えられることから、平成10年 度から内

分泌かく乱作用が疑われ る農薬の残留実態調査を、農

畜産物を対象に従来よりも検出感度を高めたppbレ ベ

ルで実施 してきた。

今年度は、局の重要施策が 「化学物質による子ども

たちへの暴露 リスクの低減の取 り組み」であることを

ふまえ、今までに検査実績がなく子どもがよく摂取す

る農畜産物について調査を実施 した。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成15年4月 から平成15年12月 まで

(平成10年 度から継続)

イ 実施方法

都内のスーパー及びデパー トで農畜産物を購入 し、

検体とした。

(ア)も も10品 目、10検 体

(購入時期 平成15年7月 から8月 まで)

(イ)ぶ どう10品 目、10検 体

(購入時期 平成15年7月 から9月 まで)

(ウ)バ ナナ10品 目、20検 体

(全果 と果肉の検査を実施)

(購入時期 平成15年9月 から10月 まで)

(エ)み かん10品 目、10検 体

(購入時期 平成15年11月 から12月 まで)

(オ)牛 乳15品 目、15検 体

(購入時期 平成15年8月)

(カ)チ ーズ15品 目、15検 体

(購入時期 平成15年8月)

ウ 検査機関

東京都健康安全研究センター食品化学部残留物質

研究科農薬分析第一研究室及び農薬分析第二研究室

エ 検査項 目

(ア)農 産物

有機塩素系農薬(広 義の ものを含む)16物 質 、カー

バメイ ト系農薬5物 質及び有機 リン系農薬2物 質 に

ついて検査 した。

●有機塩素系農薬16物 質

α-BHC、 β-BHC、 γ-BHC、 δ-BH

C、p,p'-DDT、p,p'-DDE、p,p'-DDD、

ヘ プ タクロル 、ヘ プタク ロル エポ キサイ ド、アル

ドリン、デ ィル ドリン、エ ン ドリン、エ ン ドスル

ファン-I、 エ ン ドスル フ ァン-II、 エ ン ドスル

ファンサルフェー ト、 ビンク ロゾ リン

● カーバ メイ ト系農薬5物 質

アルジカル ブ、アル ジカル ブ スル ホン、アル ジカ

ルブスル ポキシ ド、カルバ リル 、メ ソミル

●有機 リン系農薬2物 質

パラチオン、マラチオ ン

(イ)畜 産物

有機塩素 系農薬12物 質 について検査 した。

α-BHC、 β-BHC、 γ-BHC、 δ-BH

C、p,p'-DDT、p,p'-DDE、p,p'-DDD、

ヘ プタ クロル 、ヘプ タクロル エポキサイ ド、 アル

ドリン、デ ィル ドリン、エ ン ドリン

オ 検査方法

農産物 は、食品、添加物等 の規格基準(昭 和34年

12月28日 厚 生省 告示第370号)中 の 「穀類、豆類 、

果実、野菜、種実類、茶及び ホ ップの成分規格 の試験

法」に準拠 し、試験溶液の調製時 に再精製 、再抽 出を

行 うことに よ り、検出感度 を向上 させている。

牛乳は、厚生省通知 「牛 乳中 の有機塩 素系農薬残

留の暫定許容基準について」(昭 和46年6月15日 環

乳第60号)に 示 された試験法 に準拠 し、精製方法 を

改 良 して検 出感度 を向上 させ てい る。 チーズは、厚

生省通知 「DDT等 の 残留す る輸入食 肉の流 通防止

について」(昭 和62年8月27日 衛 乳第42号)に 示 さ

れ た 「牛 肉中の有機塩素化合物の分析法」に準拠 し、

精製方法 を改 良 して検出感度 を向上 させてい る。
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力 定量限界

(ア)農 産物

1ppb(た だ し、パ ラチオ ン及 びマラチオ ンは5ppb)

な お 、従来 の検査では10ppbで あ る。

(イ)牛 乳

0.2ppb(全 乳 中)

(ウ)チ ーズ

1ppb(た だ し、BHCは5ppb)(脂 肪 中)

(3)調 査 結果

ア 農産物 の調査結果

農産物50検 体すべて対象物質 は検 出され なかった。

なお、農産物の産地 の内訳は表1の とお りであ る。

イ 牛乳 の調査結果

牛乳15検 体の うち、14検 体か らp,p'-DDEが

0.2～0.5ppb検 出 された。その内訳は、図1の とお り

0.2ppbが6検 体 、0.3ppbが6検 体 、0.5ppbが2検 体

であった。なお、牛乳 はすべ て国産である。

ウ チー ズの検査結果

表2の とお り、チーズ15検 体 の うち14検 体 か ら

p,p'-DDEが3～17ppb、1検 体か らヘ プタクロル

エポ キサイ ドが1ppb検 出 され た。原産国の内訳は、

国産13検 体 、輸 入2検 体 で、DDEが 検 出 された検

体の輸入原産 国はオース トラ リア、ヘ プタク ロルエ

ポキサイ ドが検 出 された検 体は フランスであった。

p,p'-DDE検 出 の内訳は、図2の とお り3ppbが

2検 体 、4ppbが3検 体 、5ppbが1検 体、7ppbが2検

体 、9ppbが4検 体 、10ppbが1検 体、17ppbが1検 体

であった。

(4)考 察

ア 牛乳、チーズ ともにp,p'-DDEが 高率 に検 出 さ

れ た。牛乳及びチーズの残留基 準は表3の とお りで、

牛 乳の結果 は この基準に適 合 してい る。チー ズには

基準 がないが 、検 出値 を脂 肪 中か ら全量中の値 に換

算す ると図3の とお りであ り、 これに牛乳 の基準 を

そのまま あてはめてみると適合 している。

イ 牛乳及 びチーズでのp,p'-DDEの 脂 肪 中か ら

の検出値は、図4の とお り牛 乳 とチーズで ほぼ同 じ

範囲であ る。 これ はp,p'-DDEは 脂 溶性が高い こ

と、安定 した物 質なので加 工に よ り分解 され ない こ

とによると考えられる。また、チーズの製造工程で

牛乳が濃縮 されるため、図3の とお り全量中では牛

乳よ りもチーズの方がp,p'-DDEの 含量が高くな

っている。

ウp,p'-DDEはp,p'-DDTの 代謝物である。

p,p'-DDTは 我が国では1971年 に登録失効した殺

虫剤で、1981年 にすべての用途での製造、販売及び

使用が禁止 されている。国際的にも、今年の5月 に

発効する 「残留性有機汚染物質に関するス トックホ

ルム条約」において、製造、使用が禁止される。 し

かし、環境省の化学物質環境汚染実態調査1)で は、

DDT類 が内湾などの底質から微量だが検出され続

けている。牛乳及びチーズから検出されたDDEは 、

環境中か ら飼料等を介 して牛の体内に取 り込まれ牛

乳に移行 したものと推測される。

エ 輸入品のチーズから検出されたヘプタクロルエポ

キサイ ドは、殺虫剤ヘプタクロルの代謝物であり、

また工業用クロルデ ンに不純物 として含まれるもの

である。ヘプタクロル及びクロルデンは残留性が比

較的高く、「残留性有機汚染物質に関するス トックホ

ルム条約」において、製造、使用が禁止 される。 し

か し、DDT同 様いまだに環境中に残留 していると

考えられる。

(5)ま とめ

ア 農産物からは、対象物質は検出されなかった。

イ 牛乳及びチーズでは農薬の残留実態をppbレ ベル

で把握することができた。DDE及 びヘプタクロル

エポキサイ ドが検出されたのは、過去に使用 された

DDT及 びヘプタクロルまたはクロルデン由来で環境

中に残留 しているものが、飼料等を介 して牛の体内

に取 り込まれ牛乳へ移行 したためと推測される。

環境省の内分泌かく乱化学物質問題検討会で、14年

度DDEは スクリーニング試験の対象物質に選定さ

れ、ヘプタクロルエポキサイ ドは14年 度から文献調

査 ・信頼性評価が進められている。リスク評価の結果

が近い将来ほうこくされれば、この調査のデータは安

全性評価に活用されると考える。
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参考

1)平 成14年 度(2002年 版)「 化学物質と環境」

平成15年3月 環境省発表

表1農 産物産地内訳

表2チ ーズ検査結果(平成15年 度)

表3牛 乳及びチーズの基準値
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図1牛 乳のp,p'-DDE検 出 状況(平 成15年 度)

図2チ ー ズ のp,p'-DDE検 出 状 況(平 成15年 度)

図3牛 乳 とチー ズ のp,p,-DDE検 出 状 況 比 較(全 量 中)

図4牛 乳 とチー ズ のp,p'-DDE検 出状 況比 較(脂 肪 中)
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11加 工食品の リステ リア菌汚染に関する衛生学的実態調査

(1)調 査 目的

リステ リア症は、Listeria monocytogenes(以 下

L.m)を 起因菌とする人畜共通感染症である。本症は、

重症化すると髄膜炎や敗血症を引き起 こし死亡する

場合もあ り、特に、高齢者や妊婦等ハイ リスクグルー

プに対する危険性は軽視できない。1980年 代以来欧

米において食品を介 した大規模な発生例や死亡例な

どが報告されている。このことから欧米では非加熱で

食べる食品、調理済み食品等のready-to-eat食 品に

規格が設定されるようになった。一方、わが国ではリ

ステ リア症の実態はよく把握されていない。ナチュラ

ルチーズや食肉製品からL.mが 検出された場合、その

汚染菌量や血清型によらず食品衛生法第8条(改 正

前:第4条 第3号)違 反 とされるが、これ ら以外の食

品から検出された場合の基準は示されていない。しか

し、食生活の変化に伴いready-to-eat食 品が普及 し

ていることから、本症が発生する可能性は高くなると

思われ、わが国においても基準化が望まれるところで

ある。

以上の状況を踏まえ当班では、平成13年 度以来、

食品中のL.mに 関す る規格の設定の可能性 を探るべ

く、一般流通食品におけるL.mの 汚染実態調査を行っ

たところ、複数の食品が汚染されていることが確認さ

れた。本年度は、製造工程中の汚染経路を検証するた

め、L.mが 検出された漬物製造施設における汚染源調

査を実施 した。また、魚卵加工品について、流通およ

び購入後の リスク推定の基礎資料とするため、冷蔵庫

保存,常 温放置時のL.mの 消長試験を実施 した。さら

に、昨年度に引き続 き、一般流通食品におけるL.m

の汚染実態調査も行った。

(2)調 査I.汚 染源調査

ア 調査期間

平成15年4月 から平成15年12月

イ 調査方法

L.mが 検出された漬物製造施設1軒 に立入 り、施設

内の拭き取り24検 体および従事者の手指6検 体、お

よび、中間製品等23検 体の採取を行った(表1)。

ウ 検査機 関

東京都健康 安全研 究セ ンター 微 生物部

食品微生物研 究科 乳 肉魚介細 菌研究室

エ 検査項 目

リステ リア属菌、細菌数 、大腸菌群数、大腸 菌 、

黄色ブ ドウ球菌、水分活性 、pH

オ 検査方法

検体 の採 取には、施設内お よび手指の拭き取 り検査

はふ きふ きチェ ックII(栄 研 器 材(株 〉)を 、中間製品

等 の採取 には滅 菌袋 を使用 した。リステ リア属菌 につ

いては食品衛 生検査指針 に準 じ同定 および種 の鑑別

を行った。 その他の検査は、定法 に従った。

力 調査結果(図1)

L.mは 検 出され なかったが、施設裏の通路の土壌 よ

りL.ivanovii、 施 設裏の畑 の土壌 よ りL.seeligeri、

ぬ かペー ス トよ りL.innocuaが 検 出 された。また、下

処理室のカ ッ ト野菜用桶 よ り黄色 ブ ドウ球菌 が、施 設

裏の畑の土壌、ぬかペース ト、下処理室の床お よび 洗

浄加 工室の床 よ り大腸菌が検 出 された。大腸菌群 は拭

き取 り13検 体 、従 事者2名 のべ3検 体、ぬかペー ス

ト1検 体 よ り20～13×103/gの 範 囲で、細菌数 は、<10

～86×106/gの 範 囲で検 出 され た
。

キ 考察

調査 した漬物製造施設は、汚染原因 となる物質 の外

部か らの侵 入が容易な構造設備 で あったため、製造 工

程か ら従 事者 の手指 ・エプロンまで広範囲に大腸菌群

に汚染 され ていた。ぬかペー ス トか らL.innocua 、大

腸菌が検 出 され たに もかか わ らず、その原料 であ るい

りぬかか らは検 出 され なか った。 これ らの ことよ り、

食 品取扱 設備 の管理お よび従 事者 の衛 生的 取扱 い に

問題があ った と推定 された。

(3)調 査II.汚 染 実態調査

ア 調査期 間

平成15年4月 か ら平成16年3月

イ 調査方 法

漬物27検 体(10製 造 者)、 地場産野菜15検 体(9

農 家)、 ぬか19検 体(14製 造 者)の 買上、お よび地
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場産野菜の生産地の土壌13検 体(7農 家)・ 堆 肥8検

体(6農 家)の 採取を行 った。また、一般 流通食 品の

うちカ ッ トフルー ツ9検 体(3製 造 者)を 都 内販売店

で 買い上げた。

ウ 検査機 関 調査1と 同 じ

エ 検査項 目 調査1と 同 じ

オ 検査方法 調査1と 同 じ

カ 調査結果

(ア)漬 物

塩漬2検 体(2製 造者)よ りリステ リア属 菌が 、

しょうゆ漬1検 体(1製 造 者)よ り大腸菌が検 出 さ

れ た(表2)。 ま た、黄色ブ ドウ球菌 は検出 されず 、

細菌数 はく100～74×105/g、 大 腸菌群 数はく10～98×

102/g、 水分 活性 は0.92～0.99、pHは4.3～6.8の

範 囲だった。

(イ)地 場 産野菜等

野菜15検 体中2検 体(13.3%)、 土壌13検 体 中2

検 体(23.1%)、 堆 肥8検 体 中1検 体(12.5%)よ り

リステ リア属菌 が検出 され た(表3)。

(ウ)カ ッ トフルー ツ

メロン3検 体(3製 造 者)、 パイ ンア ップル6検 体

(2製 造 者)を 検査 した ところ、 リステ リア属菌 、大

腸菌お よび黄色ブ ドウ球菌は検 出されなかった。ま

た、細 菌数 は30×102～23×104/g、 大腸菌群数 はく10

～49×101/g 、pHは3.6～6.5の 範 囲だった。

(エ)ぬ か

い りぬか18検 体(13製 造 者)、 生ぬか1検 体(1

製 造 者)を 検 査 し、リステ リア属菌お よび黄色ブ ド

ウ球菌 は検 出 され なかったが、3検 体(3製 造 者)

よ り大腸 菌が検出 された。また 、細菌数はく100～77

×104/g、 大 腸 菌群数は<10～58×101/g、 水 分活性

は0.30～0.89、pHは4.3～7.2の 範 囲だ った。

キ 考察

L.mは 検 出 され なかったが、漬物 と地場産 野菜等か

らL.m以 外 の リステ リア属菌 が検 出 された。漬物 は、

調査Iと 同様 、製造工程等での汚染 の可能性 が考 え ら

れた。地場産野菜等は、論文等 にお いて外部環境 での

汚染が報告 され てお り、今回の結果 も同様の要因 が推

定 され る。L.m以 外 の リステ リア属菌 はいずれ もL.m

と発 育至適条件 が類似 している と言われ てお り、これ

らの食品等がL.mに よ って汚染 され る可能性 は高い

と思われ る。なお、リステ リア属菌の検 出状況 とその

他の 項 目の検 査結 果の 間に特別 な相 関は見 られ なか

った。

(4)調 査III.魚 介類加 工品 にお けるL.mの 消 長試験

ア 調査期間

平成16年1月 か ら平成16年3月

イ 調 査方法

都 内販売店で買い上 げ、リステ リア属菌 陰性 であ る

ことを確認 した辛子明太子 およびた らこ各1種 類 に、

L.m4b株(ATCC43256)お よびL.m1/2a株(辛 子 明

太子 由来)を 各々10CFU/g、103CFU/gに な るよ うに接

種 した。各々4℃ お よび10℃ で3週 間 、25℃ で6日 間

保存 し、その間、経 時的に試料を開封 し、L.m菌 数,

細 菌数,低 温細菌数を測定 した。

ウ 検査機 関 調査Iと 同 じ

エ 調査 結果(図2～6)

い ず れの条件下において も、辛子明太 子、た らこと

もに接種菌量 を問わず 同様 の結果が得 られた。

(ア)L.m菌 数

4℃ 保存時は、接種直後 よ り菌数は減少 した。10℃

保 存時は、7日 目に減 少 した後14日 目に増加 した。

25℃ 保存時は、1日 目か ら3日 目にかけて増加 し、

3日 目以降はほ とん ど変動 しなかった。

(イ)細 菌数お よび低温細菌数

25℃ 保存時では菌数 は増加 し、10℃保 存時は25℃

保存 時に比べ て緩や か な増加が見 られ、4℃ 保存時

においては菌数 の変動 は見 られ なかった。

オ 考察

L.m菌 数 の4℃ 保存 時におけ る減少お よび25℃ 保

存時 における増加 は、L.mに お いても、他 の細 菌 と

同様 に流通お よび購 入 後の冷蔵保 存 に よ り菌数増

加 を阻止す る ことが可能 であ ることが推 定 された。

また、10℃ 保存時 におけ るL.m菌 数 の推移 は、製品

の性 質や他 の細菌 の消 長等様 々 な要 因 が想定 され

るが 、本結果か ら要 因を示唆す ることは不可能 であ

った。
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(5)ま とめ

現在、日本ではナチュラルチーズと食肉製品につい

てL.mの みが検出されてはならないとい う判断基準が

設けられている。一方で、米国ではready-to-eat食

品からL.mが 検出されてはならないとされ、カナダや

ヨーロッパの多くの国では、過去の事故例や保存期間

等の諸条件により食品を複数の群に分類 し、食品のカ

テゴリー別に汚染菌量の上限値が設定されている。

過去2年 間の調査において、ready-to-eat食 品が多

く存在する日本の実情に合わせた対応として、食品全

般を網羅する基準を設定することと、食中毒の原因物

質になる可能性を考慮に入れた監視指導を行 うこと

が必要であると想定された。本年度の調査 より、常温

保存での菌数は、リステ リア症に関する論文において

健康に被害 を及ぼすと報告 されている菌数に達 して

お り、食品の流通および購入後の常温放置がリステ リ

ア症の発症 を引き起こす要因となる可能性が考えら

れた。また、L.mお よび リステ リア属菌は、他の細菌

と同様の挙動を示すことが判明 した。さらに、食品等

からL.mと 発育至適条件が類似 していると言われてい

るL.m以 外のリステ リア属菌が検出されたことより、

その食品等がL.mに よって汚染 される可能性を有 して

いることが推定された。したがって、ready-to-eat食

品を製造する施設の監視においては、食品取扱設備の

管理、食品等の取扱いおよび従事者の衛生管理等、公

衆衛生上講ずべき衛生措置の徹底について指導する

ことが必要不可欠であると思料 される。

(6)参 考資料

1)五 十君静信.2003.厚 生科学研究費補助金 食

品 ・化学物質安全総合研究事業 食品由来の リステ

リア菌の健康被害に関する研究.平 成14年 度総

括 ・分担研究報告書.

2)五 十君静信.2004.平 成15年 度食肉衛生技術

研修会 ・衛生発表会資料 食品のリステ リア汚染に

ついて.平 成16年1月20日
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表1製 造工程および検体数

表2漬 物の検査結果

表3地 場産野菜等の検査結果

図1製 造施設
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図24℃ 保存時のL.m菌 数の推移

図310℃ 保 存時のL.m菌 数 の推移

図425℃ 保存時のL.m菌 数の推移

図5細 菌数の推移

図6低 温細菌数の推移
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12市 場に入荷する野菜類の食中毒起因菌等の汚染実態調査

(1)調 査 目的

平成13年 埼玉県で白菜キムチを原因食とする大腸

菌O157食 中毒事件が発生した。汚染源が野菜であ

る可能性が示唆され、今後も同様の事件が発生する危

険性は否定できない。さらに近年消費者による食品の

安全性への関心の高まりから、有機野菜や減農薬野菜

などの流通量が増加 しているうえに、健康ブームなど

の影響により野菜を生食する機会も増えており、原虫

や寄生虫による感染症も発生する可能性がある。

また、東京都は今まで都内産野菜に限った汚染実態

について把握 していない。そこで今回、都内産を中心

とした、生食をする機会の多い野菜に焦点をあてて汚

染実態調査を行 うとともに、低農薬 ・有機農法によっ

て多く使われ る堆肥に着 目し、土壌、堆肥もあわせて

検査を実施 し安全性の検証を行った。

(2)調 査内容

ア 調査期間.

平成15年4月 ～平成16年1月 まで

イ 実施方法

多摩地域の卸売市場、小売店及び生産農家直売店

を対象に、都内産を中心とした野菜、圃場中の土壌

および堆肥を買い上げて検査を実施 した。また、生

産農家を対象に栽培状況の調査を行った。

ウ 検査品 目

野菜41検 体 畑の土壌19検 体 堆肥15検 体(自

家製6、 市販9)

エ 検査項 目

大腸菌、病原大腸菌、黄色ブ ドウ球菌、サルモネ

ラ、ウェルシュ菌、セレウス菌、寄生虫卵(回 虫卵、

鞭虫卵)、 原虫類(ク リプ トスポ リジウム、サイク

ロスポラ、ジアルジア)

オ 検査機関

東京都健康安全研究センター多摩支所

微生物研究科 衛生細菌研究室

東京都健康安全研究センター

微生物部病原細菌研究科 寄生虫研究室

カ 検査方法

東京都健康安全研究センター多摩支所微生物研

究科衛生菌研究室検査法による

東京都健康安全研究センター微生物部病原細菌

研究科寄生虫研究室検査法による

(3)調 査結果および考察

ア 細菌検査結果

(ア)野 菜

今回検査した野菜は葉茎菜類22、 根菜類15、 果

菜類4、 計41検 体であった。

調査時期全体を通して病原大腸菌、黄色ブ ドウ球

菌、サルモネラについては全検体とも検出しなかっ

た。大腸菌については、4検 体(ふ き・だいこん・し

ょうが ・えだまめ)か ら検出された。(陽 性率2.4%)

また、全般的にウェルシュ菌、セレウス菌の陽性

率が高く(ウ ェルシュ菌陽性率43.9%、 セ レウス菌

陽性率61.6%)、 また両方同時に検出したものが多

かった(陽 性率34.1%)。 ウェルシュ菌は菌数が1

～50/gと 比較的少なく、セ レウス菌はgあ た り

102～103オーダーで検出された。 ウェルシュ菌、セ

レウス菌の陽性率はほ うれんそ う、長ねぎ、だいこ

ん、かぶ、にん じん等の土付きの野菜で高 く、きゅ

うり、トマ ト等果菜類で低い傾向があ り、土壌由来

であることを示唆 している。

また、昭和56年 度から平成11年 度にかけて東京

都が実施 した野菜の細菌検査(昭 和57年 版～平成

12年 版食 品衛 生関係事業報告の集計)の 陽

性率は大腸菌(5.7%)、 黄色ブ ドウ球菌(1.1%)、

サルモネラ(0.8%)で あった。また、平成11年 度に

実施 した病原大腸菌の検査(平 成12年 版食品衛生

関係事業報告)で は陽性率2.9%で あ り、これ らと

比較すると今回の検出率は低い といえる。

しかし平成5年 度から9年 度のセレウス菌の検査

データ(平 成6年 ～12年 版食品衛生関係事業報告

の集計)で は陽性率が34.2%で あったのに対 し、今

回は61.6%と 高率に検出した。

参考 として、工場内で水耕栽培し洗浄せずに喫食
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可とうたっている リーフレタス及びその培養液を検

査 したところ、大腸菌、病原大腸菌、黄色ブ ドウ球

菌、サルモネラ、ウェルシュ菌、セ レウス菌 とも検

出されなかった。

(イ)各 生産者別の土壌、堆肥、野菜 との関係および

市販堆肥の調査

各生産者別の土壌 と使用 している堆肥お よび

土壌殺菌剤使用の有無を検査 し、野菜との関係 を

調査 した。調査した生産者10軒 中、自家製堆肥

を使用 している生産者は7軒(う ち市販堆肥 と併

用1軒)、 市販堆肥のみを使用 している生産者は3

軒であった。 これ らの生産者から土壌19検 体、

堆肥9(自 家製堆肥6、市販堆肥3)検 体を収去 し検

査 した。

検査の結果、病原大腸菌、黄色ブ ドウ球菌、サ

ルモネ ラはいずれの検体か らも検出されなかっ

た。 しかし、自家製堆肥(動 物糞使用堆肥4、 植

物質原料使用堆肥2、 うち1つ は同原料で成熟と

未成熟堆肥を検査)に ついては原材料にかかわら

ず大腸菌が2検 体(う ち1つ は成熟堆肥から検出)、

ウェルシュ菌が4検 体、セレウス菌が2検 体から

検出された。

一般的に大腸菌は動物の糞由来であるが
、今回

植物質原料の堆肥か らも大腸菌が検出されてい

る。自家製堆肥について農水省は、十分な発酵を

すること、ビニールシー トなどで覆って保管する

ことを指導 しているが、今回の結果は保管中に土

壌やネコの糞など環境由来の汚染を受けたか、発

酵が不十分であった可能性を示唆 している。また、

大腸菌が検出された生産者2軒 中1軒 は野菜から

も大腸菌が検出された。このことは、自家製堆肥

が野菜への汚染源 とな りうることを示唆 してい

る。

また、生産者が使用 していた市販堆肥の他、小

売店か ら買上げた市販堆肥 についても検査を行

った。内訳は動物糞使用堆肥6検 体、植物質原料

3検 体であった。

検査の結果、全検体とも大腸菌、病原大腸菌、

黄色ブ ドウ球菌、サルモネラは検出されなかった。

市販堆肥は十分な発酵をしていることや、生産者

が開封 した後も納戸などで保管されているため

外部の影響を受けにくいものと推察された。

しか し、今回自家製堆肥 しかウェルシュ菌、セ

レウス菌の検査を行なわなかったため、生産者で

使用 している市販堆肥 との相関関係は不明であ

るが、堆肥の製造方法や原料の違いにかかわらず

野菜か らウェルシュ菌やセ レウス菌が検出され

た。

さらに今回、土壌殺菌剤の使用有無についても

調査 した。その結果、土壌殺菌剤を使用 している

生産者の野菜からもウェル シュ菌やセ レウス菌

が検出され、土壌殺菌剤の使用有無による差は認

められなかった。

イ 原虫および寄生虫卵等検査結果および考察

都内産野菜41検 体 畑の土壌19検 体 堆肥13

検体(自 家製6、 市販7)に ついて検査を行った。

(ア)原 虫類

いずれもクリプ トスポ リジウム、サイクロスポ

ラ、およびジアルジアといった人に有害な原虫類

は検出されなかった。これ らの原虫類は家畜、ペ

ットおよび野生動物な どの消化管に寄生してお り、

感染動物の糞便とともに排泄 されたシス ト、オー

シス トが自然環境を汚染 し、汚染 された水や食品

を介 して原虫感染症が発生する。原虫類が混入す

る家畜糞尿等を原料 とした堆肥を製造する際に発

酵が不十分であると、原虫類が死滅せず堆肥、土

壌 を通 じて野菜への汚染が懸念される。 しか し、

今回の調査においては堆肥の原料に家畜糞尿を使

用 していた農家が少なく、原虫類が検出されなか

ったことから自給堆肥 および土壌を通 じた原

虫類の野菜への汚染の可能性については評価が困

難であり、今後の検討課題である。

一方、市販堆肥については原料に牛糞、豚糞、

鶏糞、おがくず、コンポス トなどが配合 されてい

たが、調査 したところ十分な発酵を行ってお り、

原虫類の汚染の可能性は極めて低いものと考えら

れた。

(イ)寄 生虫卵

いずれ も回虫、鞭虫等の人体に感染する寄生虫
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卵は検出されなかった。近年回虫症や鞭虫症など

土壌伝播性の寄生虫症が散発 してお り、その原因

の一つとして有機野菜や輸入キムチが疑われてい

る。回虫および鞭虫の終宿主は人間であり、感染

の原因は野菜の肥料に発酵が不十分な人糞を使用

することによ り農作物等に付着 し経 口感染す る。

しかし、今回調査 した出荷農家等においては人糞

の使用はなく、野菜に人糞由来の寄生虫卵が付着

する可能性は極めて低いものと考えられた。

(ウ)ダ ニ、土壌線虫、昆虫幼生等

葉茎菜類、根菜類、および果菜類は、ダニ、ダ

ニ卵、土壌線虫、土壌線虫卵、昆虫幼生、昆虫卵

などが複数の種類が検出されるものが多かった。

1検 体当りの検出数は、ダニ1～100匹 、ダニ卵1

～500個 、土壌線虫3～500匹 、土壌線虫卵3～1000

個、昆虫幼生1～50匹 、昆虫卵5～100個 であった。

今回の検査結果では、長ねぎ、わさびからダニ、

ダニ卵、土壌線虫、土壌線虫卵が検出されるもの

が多 くみ られた。一方、キャベ ツ、たまねぎ、い

も類および果菜類からは検出されなかった。

(4)ま とめ

都民の食の安全を守るために、行政はファーム ・ツ

ー ・テーブルの考え方を取 り入れていく必要がある。

都内で生産され、消費され る野菜については、生産か

ら食卓までの安全を東京都 として確認すべきである。

野菜における細菌・寄生虫汚染は生育環境によると

ころが大きいため、今回は土壌や堆肥に着 目して検査

を行ったが、自家製堆肥から大腸菌、ウェルシ・菌、セレウス

菌が検出された。このことは堆肥の保管や製造条件に

問題があること、かつ自家製堆肥が野菜の汚染要因と

なりうることを示唆 している。野菜の細菌 ・原虫類に

よる食中毒は、洗浄、殺菌、加熱で十分防止できるも

のであることから、食品衛生監視員として営業者、消

費者への普及啓発を強化 していきたい。

また、今回の調査で判明 した堆肥の保管や製造条件

に関す る問題点を生産農家等への改善指導のため産

業労働局に情報提供 していく。
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13市 場に入荷する魚介類の浸漬液中における鮮度保持剤及びビブリオ属汚染実態調査

(1)調 査 目的

ア 鮮度保持剤使用実態調査

平成14年10月 、水産庁による魚介類への二酸化塩

素使用実態調査の結果、過去に漁船の魚倉の海水に殺

菌 ・除菌 ・消臭のために二酸化塩素を使用 していたこ

とが判明 した。

食品衛生法では、魚介類への二酸化塩素の使用は、

法違反となるほか、食品の品質 ・鮮度等について消費

者の判断を誤らせるおそれのある鮮度保持剤 と称す

る食品添加物を使用 しないよ う厚生労働省か ら指導

通知が出されている。

そ こで、鮮度保持剤の使用に対する都民の不安解消

を図るため、多摩地域の市場に入荷する魚介類の浸漬

液について、実態調査を行った。

イ ビブリオ属汚染実態調査

平成13年6月 、厚生省告示により生食用鮮魚介類

の成分規格が設定 された。

この成分規格では、「腸炎ビブリオの最確数は、検

体1gに つき100個 以下でなければならない」と定め

られている。しか し、腸炎ビブリオ以外にも病原ビブ

リオが存在する。

そこで、食中毒の防止及び感染症の動向調査の一助

とするため、魚介類の浸漬液を対象として病原 ビブリ

オの検索を実施し、解析を行った。また、同時にサル

モネラ、黄色ブ ドウ球菌、大腸菌の検出を試みた。

(2)調 査方法

ア 調査期間

平成15年4月 から平成16年3月 まで

イ 実施方法

多摩地域の5市 場(東 久留米 ・八王子 ・調布 ・昭島 ・

府中)内 の魚介類販売業で、魚介類の浸漬液を採取 し

た。なお、水や氷の入れ替えや追加をしていない浸漬

液を検体とした。

(ア)鮮 度保持剤使用実態調査

80検 体(内訳は表1を 参照)

(イ)ビ ブリオ属汚染実態調査

159検 体(内訳は表2を 参照)

表1鮮 度保持剤使用実態調査の検体内訳

()内 は、魚種の検体数

表2ビ ブ リオ属汚染実態調査の検体内訳

()内 は、魚種の検体数

(3)検 査機関 ・検査項 目

ア 鮮度保持剤使用実態調査

多摩支所理化学研究科食品化学研究室

亜塩素酸、ミョウバン、pH

イ ビブリオ属汚染実態調査

(ア)多 摩支所広域監視課検査室

病原 ビブ リオ、黄色ブ ドウ球菌、サルモネラ、

大腸菌の培養、分離、塩分濃度

(イ)多 摩支所微生物研究科衛生細菌研究室

分離菌株の同定、血清型別検査

(4)検 査方法

ア 鮮度保持剤使用実態調査(二 酸化塩素及び亜塩素

酸)
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二酸化塩素は浸漬液中で比較的 速やかに分解 し、亜

塩素酸 として存在す る可能性 が高い。そ こで、亜塩素

酸 を分析 し、二酸化塩素使用 の有無 を検証するこ とと

した。なお、二酸化塩素残留の有無 は ヨウ素滴 定法 で

検証 した。分析法 は以下の とお りであ る。

(ア)ヨ ウ素滴定法:上 水試験方 法(2001年 版)

(イ)高 速液体 ク ロマ トグラフ ィー(HPLC-UV)法

陰 イオ ン交換カラムを用 いて分離 し、UV検 出

器 で測定 した。

(ウ)イ オンクロマ トグラフィー ポス トカラム法

上水試験 方法 、21臭 素酸 イオン、3.イ オ ンク

ロマ トグラ フィーポス トカ ラム法 を応用 した。

(ア)で二酸化塩素、遊離塩素及び亜塩素酸の分別定量

を行い、(イ)、(ウ)で亜塩素酸の確認 と定量を行った。

イ ビブリオ属汚染実態調査(食 中毒起因菌)

(ア)病 原ビブ リオ、黄色ブ ドウ球菌及びサルモネラは、

直接法ならびに増菌法で分離を行った。

直接法は、浸漬液0.1mlを 各選択培地に塗抹 し培

養した。

増菌法は、滅菌メンブレンフィルター(ボ アサイ

ズ0.45μm×47φmm)を 用いて浸漬液75mlを ろ過

後フィルターを3等 分し、各増菌培地で培養 した。

さらに、増菌培地から1白 金耳を釣菌し、各選択培

地に塗抹 し培養 した。

なお、分離 した菌株は、同定及び血清型別の確認

を行った。

(イ)大 腸菌は、浸漬液50mlを 滅菌済み酵素基質培地

で培養 した。

(5)検 査結果

ア 鮮度保持剤使用実態調査

(ア)二 酸化塩素、遊離塩素:80検 体(pHは いずれも

7前 後)す べてにヨウ素滴定法を実施した ところ、

リン酸緩衝液 とヨウ化カリウムを加えても、ヨウ

素の遊離が確認 されなかった。 このことから二酸

化塩素と遊離塩素は存在 しないことが分かった。

しか し、さらにこれ らを窒素ガスで曝気し、塩酸

を加えたところ、3検体か らヨウ素の遊離が確認 さ

れ、亜塩素酸の存在が疑われた。

(イ)亜 塩素酸:ア で亜塩素酸の存在が疑われた3検 体

につい てHPLC-UV法 とイ オンクロマ トグラフ ィー

ポス トカラム法 で同定 を行 った結果 、 これ らは亜

塩 素酸 であるこ とを確認 した(詳 細は表3を 参照)。

なお、ヨウ素滴 定法 、HPLC-UV法 、イオ ンクロマ ト

グラフ ィーポ ス トカラム法 いず れの方法 で も定 量

値 はほぼ一致 した。 その他の検体は、0.01g/kg未

満 であった。

(ウ)ミ ョウバン:浸 漬液52検 体 の うち、いずれの検

体 もアル ミニ ウム として1μg/g未 満 で あった。

表3亜 塩素酸を検出した検体一覧

イ ビブ リオ属汚染実態調査

(ア)病 原 ビブリオ

浸漬液159検 体の うち、40検 体か ら病原 ビブリ

オを検出 した。

月別では、11月 を除く月で病原ビブリオを検出

した(詳 細は表4を 参照)。

表4月 別 ビブリオ属検出状況

地域別では北陸を除 く各地域から病原 ビブリオ
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を検出した(詳 細は表5を 参照)。

表5地 域別 ビブ リオ属検出状況

病原 ビブ リオ を検出 した40検 体か ら、直接培養

で8株 、増 菌培養法で50株 を分離 し、菌株 の同 定

と腸炎 ビブ リオの血清型別 を行 った。

菌株の菌種 同定は、腸 炎 ビブ リオ50株 、 ビブ リ

オ ・フル ビア リス4株 、 ビブ リオ ・ファーニ シイ2

株 、ビブ リオ ・バルニ フィカス1株 、ビブ リオ ・ミ

ミクス1株 であった。

なお、腸炎 ビブ リオの血清型(抗 原構造)は 表6

の とお りであ った。

表6腸 炎 ビブ リオの血清型(抗 原構造)一 覧

(イ)サ ルモネ ラ

浸漬液159検 体 か らは全 く検 出 され なか った。

(ウ)黄 色ブ ドウ球 菌

浸漬液159検 体 の うち、18検 体か ら黄色ブ ドウ

球菌 を検出 した。 なお 、分離菌株 の コア グラーゼ

型別の内訳 は、II型 が3株 、田型が1株 、V型 が

11株 、VII型が2株 、VIII型が1株 であった。

(エ)大 腸菌

浸漬液159検 体の うち、149検 体の検査を行い

47検 体から大腸菌を検出した。

(6)考 察及びまとめ

ア 鮮度保持剤使用実態調査

(ア)亜 塩素酸を検出した3検 体について、産地を所轄

する自治体へ情報提供 した。各 自治体の調査で、

海水の殺菌を目的とした次亜塩素酸の使用実態を

確認す ることはできたが、二酸化塩素の使用実態

を確認することはできなかった。

次亜塩素酸は強力な酸化剤であり、分解の過程で

次亜塩素酸そのものを酸化 し、亜塩素酸が生成する

といわれている。したがって、検出した亜塩素酸は

次亜塩素酸に由来する可能性があるが、二酸化塩素

あるいは亜塩素酸そのものが使われていた可能性

も否定できない。これについては、継続 して検討を

行っているところである。

(イ)亜 塩素酸を検出した検体は、水道法による上水の

亜塩素酸イオンの上限値(0.6mg/l)を はるかに上

回る濃度であったが、1検 体から黄色ブ ドウ球菌、

2検 体から大腸菌を検出 した。このことから、亜塩

素酸を含む浸漬液であっても取 り扱い次第で細菌

に汚染されることが推測 された。

(ウ)魚 介類の浸漬液には、塩分やたん白質等の妨害物

質が非常に多く、これを除 くためクロマ トグラフ

ィーによる亜塩素酸の測定は操作が煩雑 とな り、

分析に時間を要した。その結果、検体数も80検 体

が限界であった。また、分析結果については、ク

ロス試験を行 うために、HPLC-UV法 に加え、イオン

クロマ トグラフィーポス トカラム法を併用 した。

(エ)効 率的な検査を進めるため、今後は検体を採取す

る際にヨウ素滴定法による一次検査を行い、陽性

検体について確認の検査を進めていく。 さらに産

地 ・魚種別のデータを積み重ね、二酸化塩素の使

用実態の把握に努めていきたい。
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イ ビブリオ属汚染実態調査

(ア)病 原ビブ リオ

今回の調査の結果、11月 を除く月で、また北

陸を除くすべての地域か ら病原 ビブリオを検出

した。病原ビブリオについては、夏季にとどまら

ず年間を通 じた調査 ・検査が必要である。

生食用鮮魚介類に規格が設定 されたことに加

え、水産庁においても、漁港の整備や港湾施設に

海水の殺菌装置を設置するな ど改善を進めてい

る。また、流通形態も、大多数が発泡スチロール

箱になり低温での流通が可能となった。

しかし、平成15年 においても都内では腸炎ビ

ブリオ食中毒が10件106名 、発生している。こ

れらの食中毒事件から検出 された腸炎 ビブリオ

の血清型をみると、03:K6に よるものが4件 、

03:K6と 他の血清型の混合によるものが2件 、

03:K5、05:K17お よび不明のものがそれぞ

れ1件 ずつであった。

03:K5、05:K17に ついては本調査でも検

出してお り、浸漬液のビブ リオ検査を行うことで

食中毒発生の動向を予測できると考えられる。

(イ)黄 色ブ ドウ球菌

黄色ブ ドウ球菌は、自然界に広 く分布 してお り、

今回の調査結果からその由来を確認することは

できなかった。また、今回実施 したコアグラーゼ

型別試験の結果、食中毒由来株では検出されない

V型 が多 くみ られた。今後、市場内営業者の手指、

調理器具等など検査対象を増や し、調査 ・検討 を

加えていきたい。

(7)お わりに

今後、浸漬液中の鮮度保持剤及び食中毒起因菌の

検索はスクリーニング検査 として継続 していく。

また、病原 ビブリオの検出状況については、いち

早 く都民に提供できるよ うな活用方法を検討 して

いきたい。
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